
 

 

飯田市都市計画法施行条例・同規則 

■飯田市都市計画法施行条例及び同規則                          

条   例 規   則 

飯田市都市計画法施行条例 

平成19年３月30日 

飯田市条例第16号 

目次 

 第１章 総則（第１条） 

 第２章 地区計画等の決定等の手続（第２条―第８条） 

 第３章 都市計画の決定等の手続等（第９条―第14条） 

 第４章 開発行為 

第１節 開発行為の同意の手続等（第15条―第21条） 

  第２節 開発行為の許可基準（第22条） 

 第５章 雑則（第23条・第24条） 

 第６章 補則（第25条） 

 附則 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 

 

 

   第２章 地区計画等の決定等の手続 

（地区計画等の案となるべき事項の提示方法） 

第２条 市は、法第16条第２項の規定により都市計画に定める地区計画等の

案を作成しようとするときは、あらかじめ、次の各号に掲げる事項を公告

し、当該地区計画等の案の内容となるべき事項を当該公告の日の翌日から

起算して２週間公衆の縦覧に供しなければならない。 

(1) 地区計画等の案の内容となるべき事項のうち、種類、名称、位置及び

区域 

(2) 地区計画等の案の内容となるべき事項の縦覧場所 

飯田市都市計画法施行条例施行規則 

平成19年３月30日 

飯田市規則第40号 

目次 

 第１章 総則（第１条・２条） 

 第２章 地区計画等の決定等の手続（第３条―第８条） 

 第３章 都市計画の決定等の手続等（第９条―第16条） 

 第４章 開発行為 

第１節 開発行為の同意の手続等（第 17 条―第 45 条） 

第２節 開発行為の許可基準（第 46 条） 

第５章 雑則（第 47 条－第 49 条） 

第６章 補則（第50条）  

 附則 

   

 第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、飯田市都市計画法施行条例（平成19年飯田市条例第

16号。以下「条例」という。）の規定に基づき、条例の施行に関し必要な

事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の

例による。 

   第２章 地区計画等の決定等の手続 
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飯田市都市計画法施行条例・同規則 

（説明会の開催等） 

第３条 市は、前条に定めるもののほか、必要があると認めるときは、説明

会の開催その他法第16条第２項に規定する者の意見を反映させるために必

要な措置を講じるものとする。 

（地区計画等の案の内容となるべき事項に対する意見の提出方法） 

第４条 法第16条第２項に規定する者は、第２条の規定により縦覧に供され

た地区計画等の案の内容となるべき事項について意見を提出しようとする

ときは、規則で定めるところにより、縦覧期間満了の日の翌日から起算し

て１週間を経過する日までに、市に意見書を提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

（地区計画等に関する都市計画の決定等の申出） 

第５条 都市計画区域のうち、一体として整備し、開発し、又は保全すべき

土地の区域としてふさわしい規則で定める規模以上の一団の土地の区域に

ついて、当該土地の土地所有者等（法第21条の２第１項に規定する土地所

有者等をいう。以下この条において同じ。）は、一人で、又は数人が共同し

て、市に対し、地区計画等に関する都市計画の決定若しくは変更又は地区

計画等の案の内容となるべき事項を申し出ることができる。この場合にお

いては、当該申出に係る地区計画等の案の内容となるべき事項に関する素

案（以下「地区計画等の素案」という。）を添えなければならない。 

２ まちづくりの推進を図る活動を行うことを目的とする特定非営利活動促

進法（平成10年法律第７号）第２条第２項の特定非営利活動法人若しくは

一般社団法人若しくは一般財団法人又はまちづくり委員会（地域自治区（地

方自治法（昭和22年法律第67号）第202条の４第１項の規定による地域自治

区をいう。以下同じ。）において中核的にまちづくりに取り組むため組織さ

れた委員会等をいう。以下同じ。）若しくは規則で定める団体は、前項に規

定する土地の区域（まちづくり委員会にあってはその活動する都市計画区

域内の土地の区域、規則で定める団体にあっては当該団体に係る都市計画

区域内の土地の区域に限る。）について、市に対し、地区計画等に関する都

 

 

 

 

（地区計画等の案の内容となるべき事項に対する意見の提出方法） 

第３条 条例第４条の規則で定める地区計画等の案の内容となるべき事項

について提出する意見書は、意見書（様式第１号）とする。 

２ 市長は、必要に応じ、前項の意見書に、図面その他の図書の添付を求

めることができる。 

３ 市長は、第１項の意見書の提出があったときは、当該意見書に係る地

域協議会に、当該意見書を送付して意見を聴くものとする。当該意見書

に係る地域協議会以外の地域協議会の意見を聴く必要があると認められ

る場合も、同様とする。 

４ 前項の規定により意見書の送付を受けた地域協議会の長は、当該意見

書について意見を述べようとするときは、当該意見書に関する地域協議

会の意見を記載した意見書を市長に提出するものとする。 

 （一団の土地の区域の規模） 

第４条 条例第５条第１項の規則で定める一団の土地の区域の規模は、0.5

ヘクタールとする。ただし、条例第13条第１項各号に掲げる土地の区域

については、0.1ヘクタールとする。 

 

 

 

 

（地区計画等の申出ができる団体） 

第５条 条例第５条第２項の規則で定める団体は、次に掲げるものとする。 

(1) 地区計画等に係る飯田市景観条例（平成19年飯田市条例第41号）第

37条第１項の規定による認定を受けた団体 

(2) 景観法（平成16年法律第110号）第81条第１項の規定による景観協定

に係る飯田市景観条例第37条第１項の規定による認定を受けた団体 

(3) 長野県景観条例（平成４年長野県条例第22号）第32条第１項の規定

による景観育成住民協定に係る飯田市景観条例第37条第１項の規定に

よる認定を受けた団体 
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飯田市都市計画法施行条例・同規則 

市計画の決定若しくは変更又は地区計画等の案の内容となるべき事項を申

し出ることができる。同項後段の規定は、この場合について準用する。 

３ 前２項の規定による申出（以下「地区計画等の申出」という。）は、次に

掲げるところに従って、規則で定めるところにより行うものとする。 

(1) 当該地区計画等の申出に係る地区計画等の素案の内容が、法第 13条そ

の他の法令の規定に基づく都市計画に関する基準に適合するものである

こと。 

(2) 当該地区計画等の申出に係る地区計画等の素案の対象となる土地（国

又は地方公共団体の所有している土地で公共施設の用に供されているも

のを除く。以下この号において同じ。）の区域内の土地所有者等の２分の

１以上の同意（同意した者が所有するその区域内の土地の地積と同意し

た者が有する借地権（法第21条の２第１項に規定する借地権をいう。）の

目的となっているその区域内の土地の地積の合計が、その区域内の土地

の総地積と借地権の目的となっている土地の総地積との合計の２分の１

以上となる場合に限る。）を得ていること。 

（地区計画等の申出に対する市の判断） 

第６条 市は、地区計画等の申出が行われたときは、遅滞なく、地区計画等

の申出を踏まえた地区計画等（地区計画等の申出に係る地区計画等の素案

の全部又は一部を実現することとなる地区計画等をいう。以下同じ。）に関

する都市計画の決定又は変更をする必要があるかどうかを判断し、当該地

区計画等に関する都市計画の決定又は変更をする必要があると認めるとき

は、その地区計画等の案の内容となるべき事項を作成しなければならない。

この場合において、必要があると認めるときは、あらかじめ、規則で定め

るところにより、当該地区計画等の素案により土地利用の影響を受けると

認められる土地の区域に係る地域協議会（地方自治法第202条の５第１項の

規定による地域協議会のうち、都市計画区域の土地の区域に係る地域協議

会をいう。以下同じ。）の意見を聴くものとする。 

 

 

（地区計画等の申出を踏まえた地区計画等の案の審議会への付議） 

第７条 市は、地区計画等の申出を踏まえた地区計画等（当該地区計画等の

申出に係る地区計画等の素案の全部を実現するものを除く。）に関する都市

計画の決定又は変更をしようとする場合において、法第19条第１項（法第

21条第２項において準用する場合を含む。）の規定により地区計画等の案を

 

（地区計画等の申出の方法） 

第６条 条例第５条第３項の規定による地区計画等の申出は、申出書（様

式第２号）に、次に掲げる図書を添付して行うものとする。 

(1) 当該地区計画等の申出の趣旨（様式第３号） 

(2) 当該申出に係る土地の区域を示す図面 

(3) 土地所有者等の一覧表（様式第４号） 

(4) 同意書（様式第５号の１又は第５号の２） 

(5) 土地所有者等への説明経過書（様式第６号） 

  

 

 

 

 

 

（地域協議会の意見） 

第７条 市長は、条例第６条の規定により地域協議会の意見を聴こうとす

るときは、趣意書及び作成しようとする地区計画等の案の内容となるべ

き事項を、当該申出に係る地区計画等の案の内容となるべき事項に関す

る素案（以下「地区計画等の素案」という。）の対象となる土地の区域に

係る地域協議会の長に送付するものとする。この場合において、当該地

区計画等の素案によって土地利用の影響を受けると認められる土地の区

域に係る他の地域協議会の意見を聴く必要があると認められる場合は、

当該他の地域協議会にも趣意書及び当該地区計画等の案の内容となるべ

き事項を送付して、その意見を聴くものとする。 

２ 前項の規定により作成しようとする地区計画等の案の内容となるべき

事項の送付を受けた地域協議会の長は、当該地区計画等の案の内容とな

るべき事項について意見を述べようとするときは、当該地区計画等の案

の内容となるべき事項に関する地域協議会の意見を記載した意見書を市

長に提出するものとする。 
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飯田市都市計画法施行条例・同規則 

飯田市都市計画審議会条例（昭和44年飯田市条例第67号）の規定に基づく

飯田市都市計画審議会（以下「審議会」という。）に付議しようとするとき

は、当該地区計画等の案に併せて、当該地区計画等の申出に係る地区計画

等の素案を提出しなければならない。 

（地区計画等の申出を踏まえた地区計画等に関する都市計画の決定等をし

ない場合の措置） 

第８条 市は、地区計画等の申出を踏まえた地区計画等に関する都市計画の

決定又は変更をする必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及び

その理由を、当該地区計画等の申出をした者及び次項の規定により意見を

聴いた地域協議会に通知しなければならない。 

２ 市は、前項の通知をしようとするときは、あらかじめ、審議会及び当該

地区計画等の素案の対象となる土地の区域に係る地域協議会に対し、当該

地区計画等の申出に係る地区計画等の素案を提出してその意見を聴くもの

とする。 

第３章 都市計画の決定等の手続等 

（都市計画の案の縦覧の方法等） 

第９条 法第17条第１項（法第21条第２項において準用する場合を含む。）の

規定による縦覧の方法は、規則で定める。  

 

 

２ 法第17条第２項（法第21条第２項において準用する場合を含む。）の規定

による意見書の提出の方法は、規則で定める。 

 

 

３ 市は、前項の意見書の提出があった場合においては、縦覧に供された都

市計画の案により土地利用に影響があると認められる土地の区域に係る地

域協議会の意見を聴くものとする。 

（都市計画の決定の手続） 

第10条 市は、都市計画（法第15条第１項各号に掲げるものを除く。以下こ

の条において同じ。）の決定をしようとするときは、法第17条各項によるほ

か、あらかじめ、市民及び当該都市計画に関係を有する者の意見を求める

とともに、当該都市計画の対象となる土地の区域に係る地域協議会の意見

を聴くものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地区計画等の申出を踏まえた地区計画等に関する都市計画の決定等を

しない場合の措置） 

第８条 市長は、条例第８条第２項の規定により審議会の意見を聴こうと

するときは、地区計画等の素案に併せて、同項の規定により聴いた地域

協議会の意見（地域協議会の意見がある場合に限る。以下審議会の意見

を聴く場合において同じ。）を審議会に提出するものとする 

第３章 都市計画の決定等の手続等 

 （都市計画の案の縦覧の方法） 

第９条 条例第９条第１項の規則で定める縦覧は、市長が指定した場所に

おいて行うものとする。この場合において、当該縦覧の場所をインター

ネットを利用して２週間表示するものとする。 

 （意見書の提出方法） 

第10条 条例第９条第２項の規定による意見書の提出は、第３条の規定を

準用する。この場合において、第１項中「条例第４条」とあるのは「条

例第９条第２項」と、「地区計画等の案の内容となるべき事項」とあるの

は「都市計画の案」と読み替えるものとする。 

  

 

 

（都市計画の決定の手続） 

第11条 市長は、条例第10条第１項の規定により市民及び都市計画に関係

を有する者の意見を求めようとするときは、決定しようとする都市計画

の案（以下この条において「都市計画の案」という。）をインターネット

を利用して２週間表示するものとする。 

２ 市長は、条例第10条第１項の規定により地域協議会の意見を聴こうと

するときは、趣意書及び都市計画の案を、当該地域協議会の長に送付す
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飯田市都市計画法施行条例・同規則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定は、都市計画の変更（都市計画法施行令（昭和44年政令第158

号。以下「政令」という。）第14条に規定する軽易な変更を除く。）につい

て準用する。 

（基本方針の策定） 

第11条 市は、法第18条の２第１項に規定する市の都市計画に関する基本的

な方針（以下この条において「基本方針」という。）を定めようとするとき

は、同条第２項の規定によるほか、次項から第４項までに定めるところに

よる。 

２ 市は、基本方針の案を作成しようとする場合においては、市民及び当該

基本方針に係る地域自治区の住民の参加を得て作成するものとする。 

３ 市は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、規則で定めると

ころにより、基本方針の対象となる土地の区域に係る地域協議会の意見を

聴くものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 市は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、審議会の意見を

聴かなければならない。 

るものとする。この場合において、当該都市計画の案によって土地利用

の影響を受けると認められる土地の区域に係る他の地域協議会の意見を

聴く必要があると認められる場合は、当該他の地域協議会にも趣意書及

び都市計画の案を送付して、その意見を聴くものとする。 

３ 前項の規定により都市計画の案の送付を受けた地域協議会の長は、当

該都市計画の案について意見を述べようとするときは、当該都市計画の

案に関する地域協議会の意見を記載した意見書を市長に提出するものと

する。 

４ 市長は、法第19条第２項の規定により都市計画の案を審議会に付議し

ようとするときは、前項の規定による地域協議会の意見を審議会に提出

するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本方針の策定の手続） 

第12条 市長は、条例第11条第３項の規定により地域協議会の意見を聴こ

うとするときは、趣意書及び定めようとする基本方針の案（以下この条

において「基本方針の案」という。）を、当該地域協議会の長に送付する

ものとする。この場合において、当該基本方針の案によって土地利用の

影響を受けると認められる土地の区域に係る他の地域協議会の意見を聴

く必要があると認められる場合は、当該他の地域協議会にも趣意書及び

基本方針の案を送付して、その意見を聴くものとする。 

２ 前項の規定により基本方針の案の送付を受けた地域協議会の長は、当

該基本方針の案について意見を述べようとするときは、当該基本方針の

案に関する地域協議会の意見を記載した意見書を市長に提出するものと

する。 
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飯田市都市計画法施行条例・同規則 

５ 前各項の規定は、基本方針の変更（規則で定める軽易な変更を除く。）に

ついて準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（都市計画の図書の縦覧） 

第12条 都市計画法施行規則（昭和44年建設省令第49号）第12条の規定によ

る都市計画の図書の縦覧の方法は、規則で定める。 

（都市計画の決定等の提案に係る一団の土地の区域の規模等） 

第13条 政令第15条の規定により条例で定める規模は、次に掲げる土地の区

域に限り、0.1ヘクタールとする。 

(1) 地区計画等の区域  

(2) 景観法（平成16年法律第110号）第81条第１項の規定による景観協定の

目的となる土地の区域 

(3) 長野県景観条例（平成４年長野県条例第22号）第32条第１項の規定に

よる景観育成住民協定の目的となる土地の区域 

(4) その他規則で定める土地の区域 

２ 法第21条の２第２項の規定により条例で定める団体は、まちづくり委員

会及び規則で定める団体とする。ただし、法第21条の２第１項に規定する

土地の区域のうち、まちづくり委員会にあってはその活動する土地の区域

に関する都市計画、規則で定める団体にあっては当該団体に係る土地の区

域に関する都市計画に限るものとする。 

 

 

 

 

３ 条例第11条第５項の規則で定める軽易な変更は、次の各号に掲げる変

更とする。 

 (1) 地名の変更その他基本方針の方針の変更に係らない変更 

 (2) 前号に掲げるもののほか、市長が市民及び基本方針に関係を有する

者の意見を求める必要があると認める変更以外の変更 

（都市計画を決定した旨の告示等） 

第13条 市長は、法第20条第１項（法第21条第２項において準用する場合

を含む。）の告示をしたときは、直ちに、当該都市計画に係る土地の区域

に係る地域自治区の事務所（飯田市地域自治区の設置等に関する条例（平

成18年飯田市条例第42号）第４条に規定するものをいう。）の長に、当該

都市計画の図書の写しの全部又はその一部を送付するものとする。 

 

 

（都市計画の図書の縦覧） 

第14条 条例第12条の規則で定める縦覧は、第９条前段の規定を準用する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（都市計画の決定等の提案等） 

第15条 条例第13条第２項の規則で定める団体は、第５条に規定する団体

とする。 

 

 

 

２ 都市計画法施行規則（昭和44年建設省令第49号。以下「省令」という。）

第13条の４第１項の規定による提案書は、提案書（様式第７号）とし、

同項各号に定める図書は、次の各号に掲げる図書の区分に従い、それぞ

れ当該各号に掲げるものとする。 
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（計画提案を踏まえた地域協議会の意見） 

第14条 市は、法第21条の４の規定により、計画提案を踏まえた都市計画（当

該計画提案に係る都市計画の素案の内容の全部を実現するものを除く。）の

決定又は変更をしようとする場合において、第10条第１項の規定により地

域協議会の意見を聴こうとするときは、当該都市計画の案に併せて、当該

計画提案に係る都市計画の素案を提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 市は、法第21条の５第１項の規定により通知をしようとするときは、同

条第２項の規定によるほか、あらかじめ、当該計画提案に係る都市計画の

素案を送付して当該素案の対象となる土地の区域に係る地域協議会の意見

を聴くものとする。 

 

(1) 省令第13条の４第１項第１号に掲げる図書 都市計画の素案（様式

第８号）及び図面 

(2) 省令第13条の４第１項第２号の図書 土地所有者等の一覧表（様式

第４号）、同意書（様式第５号の１又は第５号の２）及び土地所有者等

への説明経過書（様式第６号） 

(3) 省令第13条の４第１項第３号の図書 

ア 計画提案者が土地所有者等の場合 登記事項証明書、公図の写し

（所有者が法人の場合は、登記簿謄本及び定款又は寄附行為の写し） 

イ 計画提案者が法第21条の２第２項に定める法人、公社及び団体の

場合 法又は省令で定める要件に該当することを証明する書類 

３ 市長は、法第21条の３の判断を行うために必要と認めるときは、省令

第13条の４第１項各号に掲げる図書のほか、次に掲げる図書の添付を求

めることができる。 

(1) 周辺環境への影響に関する調書（様式第９号） 

 (2) その他必要と認められるもの 

（計画提案を踏まえた地域協議会等の意見等） 

第16条 市長は、条例第14条第１項の規定により地域協議会の意見を聴こ

うとするときは、趣意書及び計画提案に係る都市計画の素案（以下この

条において「計画提案の素案」という。）を当該地域協議会の長に送付し

て行うものとする。この場合において、当該計画提案の素案によって土

地利用の影響を受けると認められる土地の区域に係る他の地域協議会の

意見を聴く必要があると認められる場合は、当該他の地域協議会にも趣

意書及び計画提案の素案を送付して、その意見を聴くものとする。 

２ 前項の規定により計画提案の素案の送付を受けた地域協議会の長は、

当該計画提案の素案について意見を述べようとするときは、当該計画提

案の素案に関する地域協議会の意見を記載した意見書を市長に提出する

ものとする。 

３ 市長は、法第21条の４の規定により審議会の意見を聴こうとするとき

は、前項の規定による地域協議会の意見を審議会に提出するものとする。 

４ 法第21条の５第１項の規定による都市計画の決定又は変更をしない旨

の通知は、当該計画提案をした者及び次項の規定により意見を聴いた地

域協議会に送付して行うものとする。 

５ 第１項から第３項までの規定は、条例第14条第２項の規定による地域

協議会の意見を聴く場合に準用する。 
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第４章 開発行為 

第１節 開発行為の同意の手続等 

 （開発行為の協議及び同意） 

第15条 法第29条第１項又は第２項の許可（以下「開発許可」という。）の申

請をしようとする者が、法第32条第１項の規定により市長と協議し、その

同意を得る場合（法第35条の２第４項において準用する場合を含む。）は、

次条から第21条までに定めるところにより行うものとする。ただし、飯田

市が同意を得る場合は、この限りでない。 

 （申出） 

第16条 開発許可を申請しようとする者は、法第 32条第１項の規定による同

意（法第35条の２第４項において準用する場合を含む。以下「同意」とい

う。）を得るための申出（以下「申出」という。）を行う場合は、規則で定

めるところにより、行わなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 開発行為 

第１節 開発行為の同意の手続等 

  

 

 

 

 

 

（申出） 

第17条 条例第16条の規定による申出（以下「申出」という。）は、次条か

ら第21条までに定めるところによるものとする。 

 

 （申出の方法） 

第18条 申出を行おうとする者は、公共施設の管理に関する同意、協議申

出書（様式第10号）の正本及び副本並びに開発行為概要書（様式第11号）

（以下「申出書」という。）を市長に提出しなければならない。  

（申出書等） 

第19条 申出書には、次に掲げる図書（以下「添付図書」という。）を添付

しなければならない。ただし、市長が必要でないと認めるものについて

は、添付を要しない。 

 (1) 開発行為全体の方針を示した設計説明書 

 (2) 既に設置されている公共施設及び開発行為により新たに設置される

公共施設の一覧表 

 (3) 開発区域の土地の公図の写し 

 (4) 開発区域の位置を表す図面 

 (5) 開発区域の現在の状況（地目、高低差等）を表す図面 

 (6) 開発区域の土地の利用計画について記載した図面 

 (7) 開発区域の土地の造成計画の平面図及び断面図 

 (8) 開発区域の排水施設計画の平面図（図面に雨水計算、集水面積、水

路の系統図及び水理計算を記したもの） 

 (9) 開発行為により設置される工作物から排除される汚水量の計算書及

び当該汚水の処理方法を示す図面並びに雨水貯留槽、氾濫調整池その

他の施設の構造図及び当該施設の能力を表す図面 

(10)開発区域に植栽される樹木等の種類を記載した緑地面積求積図及び
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設置する公園の図面 

(11)開発区域において樹木を伐採する場合は、その区域並びに伐採する

樹木の種類、大きさ及びその位置を表す図面 

(12)開発区域内のがけの高さ、勾配等及びがけ面の保護の方法を記した

断面図 

 (13)開発行為中の防災計画図 

 (14)開発行為により設置される工作物の詳細を表す図面 

 (15)開発行為の工事工程表 

 (16)開発行為において行う盛土又は切土に係る土量計算書 

 (17)開発行為により建築される予定の建築物又は特定工作物（法第４条

第11項に規定する特定工作物をいう。）の平面図及び立面図 

 (18)飯田市公共物管理条例施行規則（平成13年飯田市規則第39号）第３

条第３項各号（同項第６号を除く。）及び同規則第８条第３項各号（同

項第７号を除く。）に掲げる書面 

 (19)長野県道路自営工事承認事務取扱要領の制定について（昭和57年長

野県土木部長通知）第２条第１項各号に掲げる図書 

 (20)長野県道路占用規則（昭和28年長野県規則第38号）第２条各号に掲

げる書類 

 (21)その他市長が必要と認める図書 

２ 添付図書の様式は、市長が別に定める。 

 （申出の受付） 

第20条 市長は、申出書又は添付図書に記載された事項に脱漏又は瑕疵が

ない場合は、申出の受付（以下「受付」という。）をするものとする。 

２ 市長は、申出書又は添付図書に記載された事項に脱漏又は瑕疵があっ

た場合は、申出をした者（以下「申出者」という。）に、当該申出書又は

添付図書の補正又は追加を求めるものとする。 

３ 市長は、受付の日から起算して２週間以内に、申出者に、受付をした

旨を受理通知書（様式第12号）により通知するものとする。 

 （申出事項の変更） 

第21条 申出者は、説明会（第23条第１項の「説明会」をいう。次項にお

いて同じ。）又は再説明会（第27条第１項の「再説明会」をいう。次項に

おいて同じ。）において提出された申立て（第26条第１項の「申立て」を

いう。）による意見を勘案し、申出書又は添付図書に記載した事項の変更

を行うことができる。 
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 （説明会の開催） 

第17条 市長は、申出があった場合において、市が管理する公共施設の維持

又は管理に影響があるかどうかを判断するために必要があると認めるとき

は、同意を得ようと申出をした者（以下「申出者」という。）に説明会（申

出に係る開発行為（法第４条第12項に規定する開発行為をいう。以下同じ。）

について規則で定める者に説明するための会合をいう。以下同じ。）の開催

を要請するものとする。 

２ 前項の規定は、法第32条第２項の規定により協議をする場合においても

適用があるものとする。 

３ 申出者は、説明会の開催の要請があった場合は、自己の負担において、

規則で定めるところにより、当該説明会を開催しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定による変更は、直前の説明会又は再説明会の日から起算し

て２週間以内に、市長に対し、当該変更した申出書及び添付図書を提出

することにより行うものとする。 

３ 前条の規定は、前項の場合について準用する。 

 （説明会） 

第22条 条例第17条第１項の説明会の開催は、次条から第29条までに定め

るところによるものとする。 

 （説明会の開催） 

第23条 市長は、説明会の開催を要請するときは、第20条第３項の規定に

よる通知書（第21条第３項において準用する場合を含む。）にその旨を明

記し、申出者に通知するものとする。 

２ 申出者は、前項の規定による通知を受けた日から起算して３週間以内

に説明会を開催しなければならない。 

３ 申出者は、説明会を開催するときは、あらかじめ、次に掲げる事項を

報道機関その他により一般に周知しなければならない。 

(1) 説明会を開催する日時及び場所 

 (2) 次条第１項各号に規定する者の範囲 

 (3) 次条第１項各号に規定する者に、説明会への出席を求める旨 

 （対象者） 

第24条 条例第17条第１項の規則で定める者（以下「対象者」という。）は、

次に掲げる者をいう。  

 (1) 開発区域内に存する建築物（法第４条第10項に規定する建築物をい

う。以下同じ。）に現に居住する者 

 (2) 開発区域内の土地若しくは建築物その他の工作物（以下「土地等」

という。）又は開発区域に接する土地等に登記をしている者 

 (3) 土地等若しくは権利（不動産登記法（平成16年法律第123号）第３条

各号の規定による権利をいう。）に関する仮登記、差押え登記又は当該

土地等に関する買戻しの特約登記の登記名義人 

(4) 開発区域又は開発区域に接する土地の区域に係る地域協議会の長若

しくは副長若しくは区長若しくは町内会長又はこれらに準ずる者 

 (5) 開発区域内に存し、又は開発区域に接して存する井水、河川等（次

号において「河川等」という。）に係る水利権その他の権利を有する団

体等を代表する者 

 (6) 河川等のうち開発区域の下流となる部分（以下この号において「下
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流部分」という。）において、当該下流部分に接して存する土地又は下

流部分に接して存する土地に存する建築物に登記等をしている者 

 (7) その他市長が必要と認める者 

２ 前項第７号に規定する者は、市長と当該開発行為によって土地利用に

影響を受けると認められる土地の区域に係る地域協議会の長とが協議し

て定めるものとする。 

 （説明会における説明事項） 

第25条 申出者は、次に掲げる事項について当該説明会に出席した対象者

に説明しなければならない。 

(1) 開発区域の場所及び規模  

 (2) 開発行為による事業の概要 

 (3) 開発行為に関する工事の内容、期間、方法及び当該工事が周辺の生

活環境に及ぼす影響 

 (4) 開発行為の完了後に、当該開発行為が周辺の生活環境に及ぼす影響 

 （疑義等の申立て） 

第26条 対象者は、説明会において行われた説明に対して疑義又は意見が

ある場合は、市長に対し、当該説明会が開催された日から起算して３週

間以内に、開発行為に伴う公共施設の管理に関する疑義、意見申立書（様

式第13号）により当該疑義又は意見の申立て（以下「申立て」という。）

をすることができる。 

２ 市長は、申立てがあった場合は、当該申立ての内容を審査しするもの

とする。 

３ 市長は、前項の規定による審査の結果、申立てに係る事項が公共施設

の維持又は管理に影響を及ぼすおそれがあると認めるときは、申出者に

対し、当該申立てに係る事項についての説明を求めるものとする。 

４ 市長は、前項の規定により申出者に説明を求める場合は、第１項に規

定する期間の満了した日から起算して２週間以内に、通知書（様式第 14

号）により通知するものとする。 

５ 申出者は、前項の規定による通知を受けた日から起算して２週間以内

に、書面により回答を行わなければならない。 

 （再説明会の開催） 

第27条 市長は、前条第３項の規定に該当すると認めるときは、前条第５

項の規定による回答（以下「回答」という。）の内容を対象者に周知する

ための説明会（以下「再説明会」という。）の開催を、当該回答を受理し
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４ 申出者は、説明会を開催した場合は、規則で定めるところにより、当該

説明会の開催状況を市長に報告しなければならない。 

 

た日から起算して７日以内に再説明会開催要請書（様式第15号）により

申出者に通知するものとする。 

２ 申出者は、前項の規定による通知を受けた日から起算して３週間以内

に再説明会を開催しなければならない。 

３ 申出者は、あらかじめ、次に掲げる事項を報道機関その他により一般

に周知しなければならない。 

(1) 再説明会を行う日時及び場所  

 (2) 第24条第１項各号に規定する対象者の範囲 

 (3) 第24条第１項各号に規定する対象者に、再説明会への出席を求める

旨 

４ 申出者は、回答の内容について当該再説明会に出席した対象者に説明

しなければならない。 

 （回答に対する疑義等の申立て） 

第28条 対象者は、再説明会において行われた説明に申立てがある場合は、

市長に対し、当該再説明会が開催された日から起算して３週間以内に、

市長が別に定める書面により申立てをすることができる。 

２ 市長は、前項の申立てがあった場合は、当該申立ての内容を審査する

ものとする。 

３ 市長は、前項の規定による審査の結果、第１項の申立てに係る事項が

公共施設の維持又は管理に影響を及ぼすおそれがあると認めるときは、

申出者に対し、当該申立てに係る事項についての再説明を求めるものと

する。 

４ 市長は、前項の規定により申出者に再説明を求める場合は、第１項に

規定する期間の満了した日から起算して２週間以内に、通知書（様式第

16号）により通知するものとする。 

５ 申出者は、前項の規定による通知を受けた日から起算して２週間以内

に、書面により回答を行わなければならない。 

 （再説明会の回数） 

第29条 市長は、再説明会の開催要請を、一の申出につき２回までに限り

行うことができるものとする。 

 （説明会の報告） 

第30条 条例第17条第４項の規定による説明会（再説明会を含む。以下こ

の条において同じ。）の報告は、当該説明会の開催の日から起算して２週

間以内に、説明会報告書（様式第17号）の正本２部及び副本に、次に掲
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（地域協議会の意見） 

第18条 市長は、法第32条の規定による協議を行おうとする場合は、あらか

じめ、規則で定めるところにより、申出に係る開発行為によって公共施設

の利用に影響を受けると認められる土地の区域に係る地域協議会の意見を

聴くものとする。 

  

 

 

 

 

 

 

（市長の同意） 

第19条 市長の同意は、前条の規定による地域協議会の意見及び説明会の内

容を踏まえ、かつ、次に掲げる事項を勘案して、規則で定めるところによ

り、行うものとする。 

 (1) 当該開発行為に係る公共施設の設計が市の公共施設に関する設計並び

に維持及び管理に関する基準に適合しているものであること。 

  

 

 

 

 

 

 

げる事項を記載した図書を添えて、これらを市長に提出して行うものと

する。 

(1) 説明会において説明した第25条各号（申立ての回答の内容を含む。）

に規定する事項 

 (2) 説明会において説明に用いた図書の写し 

 (3) 説明会に出席した対象者の氏名及び住所（法人にあっては名称及び

代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地） 

 (4) 前号に掲げる者の代理者の場合は、その者の氏名及び住所 

 (5) 質疑応答の経過を示す書類 

（地域協議会の意見） 

第31条 市長は、条例第18条の規定により地域協議会の意見を聴こうとす

るときは、趣意書及び前条の規定による説明会報告書を当該開発行為の

対象となる土地の区域に係る地域協議会の長に送付して行うものとす

る。この場合において、当該開発行為によって公共施設の利用に影響を

受けると認められる土地の区域に係る他の地域協議会の意見を聴く必要

があると認められる場合は、当該他の地域協議会にも当該書類を送付し

て、その意見を聴くものとする。 

２ 地域協議会の長は、説明会若しくは再説明会又は申立て若しくは説明

会報告書の内容を踏まえて、前項の趣意書の内容に関する公共施設の利

用の見地からの意見を述べようとするときは、当該趣意書の内容に関す

る地域協議会の意見を記載した意見書を、市長に提出するものとする。 

 （同意） 

第32条 条例第19条第１項の規定による同意は、次条及び第34条に定める

ところによるものとする。 

 （同意の可否等） 

第33条 市長は、説明会若しくは再説明会若しくは申立て若しくは説明会

報告書の内容又は第31条第２項の規定による地域協議会の意見を踏まえ

て申出の内容を検討し、当該申出に同意するか否かの決定（以下この条

において「決定」という。）を行うものとする。この場合において、決定

は、条例第19条第１項各号に規定する基準及び法その他の関係する法令

の規定に基づいて行うものとする。 

２ 市長は、第20条第３項の規定により申出者に通知した日から起算して

９月以内に決定を行うものとする。 

３ 市長は、決定の結果を、直ちに、同意の可否決定書（様式第 18号）に
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(2) 排水路その他の排水施設の設計が、規則で定める基準に適合している

ものであること。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 公共施設について、溢水、土砂崩れその他の災害が発生するおそれが

ないものであること。 

 (4) 公共施設について、交通の安全上の支障が生ずるおそれがないもので

あること。 

 (5) 公共施設への環境に関する支障が生ずるおそれがないものであるこ

と。 

 (6) 公共施設の景観形成に重大な影響を及ぼさないものであること。 

 (7) その他公共施設の維持又は管理について適切なものであること。 

２ 市長は、申出に係る開発行為又は開発行為に関する工事に関係する公共

施設の適切な維持又は管理のため必要があると認めるときは、その必要な

限度において、前項の同意に条件を付することができる。 

３ 市長は、申出に係る開発行為により、当該開発区域（法第４条第 13項に

規定する開発区域をいう。以下同じ。）内若しくは開発区域に接して現にあ

より申出者に通知するものとする。 

 （対象者への通知） 

第34条 市長は、前条第３項の規定による通知をした場合は、遅滞なく、

その内容を飯田市公告式条例の例により公告するとともに、当該公告し

た事項を、通知書（様式第19号）により第31条の規定により意見を聴い

た地域協議会の長及び説明会又は再説明会に出席した対象者のうち通知

を希望する者に通知するものとする。 

 （排水施設の基準） 

第35条 条例第19条第１項第２号の規則で定める基準は、次の式によって

求められる排出雨水量（Ｖ’）の数値が零又は負の数値であることとする。

ただし、排出雨水量（Ｖ’）に相当する規模の雨水量を一時的に排出しな

いこととすることができる規模の雨水貯留槽、氾濫調整池その他の施設

を設ける場合は、この限りでない。 

  Ｖ－α×Ａ＝Ｖ’ 

  上記の式において 

  Ｖ：当該敷地から排出されると予想される１時間あたりの排出雨水量  

（ｍ３／ｈ） 

  α：当該地域について定める１平方メートル当たりの１時間につき流

出する雨水量（ｍ３／（㎡･ｈ））で、市長が別に定める数値 

  Ａ：当該開発区域の土地の面積 ㎡ 

   とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 市長は、条例第16条の規定により申し出た開発行為に係る雨水を排除

するための公共施設の下流の部分の施設の維持若しくは管理又は当該公
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る公共施設の維持若しくは管理又は当該開発区域周辺の公共施設に係る災

害の防止のための工事が必要であると認められる場合においては、その必

要な限度において、第１項各号に基づく基準の割増を行い、又は当該工事

を当該申出者の負担において行わせ、若しくは当該工事に要する費用の全

部若しくは一部を当該申出者に負担させることができる。 

４ 前項の負担については、市長と申出者が協議して定めるものとする。 

（規則への委任） 

第20条 第15条から前条までの規定のほか、同意を得た申出の内容を変更す

る場合の同意の手続等に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共施設の下流の部分における雨水の溢水等雨水による災害を防止するた

めに必要な限度において、前項に規定する雨水貯留槽、氾濫調整池その

他の施設の規模の割り増しをすること、又は当該公共施設の下流の部分

の改修工事を当該申出者に行わせること、若しくは当該工事に要する費

用の全部若しくは一部を当該申出者に負担させることができる。 

３ 前項の負担については、市長と申出者が協議して定めるものとする。 

（変更の申出等） 

第36条 条例第20条の規則で定めるものは、次条から第44条までに定める

ところによるものとする。 

（変更の申出の方法） 

第37条 申出者は、第33条第１項の規定による同意を得た申出の内容を変

更しようとする場合は、市長にその旨の申出（以下「変更の申出」とい

う。）を行うものとする。この場合において、変更の申出は、変更しよう

とする内容を明らかにした変更申出書（様式第20号）の正本及び副本並

びに変更開発行為概要書（様式第21号）（以下「変更申出書」という。）

を市長に提出しなければならない。 

２ 第19条の規定は、変更申出書の添付図書について準用する。この場合

において同条第１項中「申出書」とあるのは「変更申出書」と、「添付図

書」とあるのは「変更添付図書」と、同条第２項中「添付図書」とある

のは「変更添付図書」と読み替えるものとする。 

 （変更の申出の受付） 

第38条 第20条の規定は、変更の申出の受付について準用する。この場合

において、同条第１項中「申出書又は添付図書」とあるのは「変更申出

書又は変更添付図書」と、「申出の受付（以下「受付」という。）」とある

のは「変更の申出の受付（以下「変更受付」という。）」と、同条第２項

中「申出書又は添付図書」とあるのは「変更申出書又は変更添付図書」

と、「当該申出書又は添付図書」とあるのは「当該変更申出書又は変更添

付図書」と、同条第３項中「受付の日」とあるのは「変更受付の日」と、

「受付をした旨」とあるのは「変更受付をした旨」と、「受理通知書（様

式第12号）」とあるのは「変更受理通知書（様式第22号）」と読み替える

ものとする。 

 （変更の申出事項の変更） 

第39条 第21条の規定は、変更申出書又は変更添付図書に記載した事項の

変更（第37条第１項の規定による変更の申出を除く。）について準用する。
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この場合において、同条第１項中「説明会（第23条第１項の「説明会」

をいう。次項において同じ。）又は再説明会（第27条第１項の「再説明会」

をいう。次項において同じ。）」とあるのは「変更説明会又は再変更説明

会」と、「申出書又は添付図書」とあるのは「変更申出書又は変更添付図

書」と、同条第２項中「直前の説明会又は再説明会」とあるのは「直前

の変更説明会又は再変更説明会」と、「当該変更した申出書及び添付図書」

とあるのは「当該変更した変更申出書及び変更添付図書」と、同条第３

項中「前条の規定」とあるのは「第38条において読み替えて準用する第

20条の規定」と読み替えるものとする。 

 （変更説明会） 

第40条 第22条から第29条までの規定は、変更説明会について準用する。

この場合において、第22条中「説明会の開催」とあるのは「変更説明会

の開催」と、第23条第１項中「説明会」とあるのは「変更説明会」と、

「第20条第３項の規定による通知書（第21条第３項において準用する場

合を含む。）」とあるのは「第38条において読み替えて準用する第20条第

３項の規定による通知書（第39条において読み替えて準用する第21条第

３項において準用する場合を含む。）」と、同条第２項及び第３項中「説

明会」とあるのは「変更説明会」と、同条第３項第２号中「次条第１項

各号」とあるのは「第40条において準用する第24条第１項各号」と、同

条第３項第３号中「次条第１項各号」とあるのは「第40条において準用

する第24条第１項各号」と、第25条中「説明会」とあるのは「変更説明

会」と、第26条第１項中「説明会」とあるのは「変更説明会」と、第４

項中「通知書（様式第14号）」とあるのは「通知書（様式第23号）」と、

第27条第１項中「前条第３項」とあるのは「第40条において準用する第

26条第３項」と、「前条第５項」とあるのは「第40条において準用する第

26条第５項」と、「説明会（以下「再説明会」という。）」とあるのは「変

更説明会（以下「再変更説明会」という。）」と、「再説明会開催要請書（様

式第15号）」とあるのは「再変更説明会開催要請書（様式第24号）」と、

同条第２項及び第３項第１号「再説明会」とあるのは「再変更説明会」

と、同条第３項第２号中「第24条第１項各号」とあるのは「第40条にお

いて準用する第24条第１項各号」と、同条第３項第３号中「第24条第１

項各号」とあるのは「第40条において準用する第24条第１項各号」と、

「再説明会」とあるのは「再変更説明会」と、同条第４項及び第28条第

１項中「再説明会」とあるのは「再変更説明会」と、第28条第３項中「再
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説明」とあるのは「再変更説明」と、同条第４項中「再説明」とあるの

は「再変更説明」と、「通知書（様式第16号）」とあるのは「通知書（様

式第25号）」と、第29条中「再説明会」とあるのは「第40条において読み

替えて準用する再変更説明会」と、「一の申出につき２回まで」とあるの

は「一の申出につき１回まで」と、それぞれ読み替えるものとする。 

（変更説明会の報告） 

第41条 第30条の規定は、変更説明会の報告について準用する。この場合

において、同条中「条例第17条第４項の規定による説明会（再説明会を

含む。以下この条において同じ。）」とあるのは「条例第20条の規定によ

る変更説明会（第40条において読み替えて準用する再変更説明会を含む。

以下同じ。）」と、「当該説明会の開催の日から」とあるのは「当該変更説

明会の開催の日から」と、「説明会報告書（様式第17号）」とあるのは「変

更説明会報告書（様式第17号）」と、同条第１号中「説明会において説明

した第25条各号」とあるのは「変更説明会において説明した第40条にお

いて準用する第25条各号」と、同条第２号及び第３号中「説明会」とあ

るのは「変更説明会」と読み替えるものとする。 

（変更の申出に係る地域協議会の意見） 

第42条 第31条の規定は、変更の申出に係る地域協議会の意見について準

用する。この場合において、同条第１項中「条例第18条」とあるのは「条

例第20条」と、「前条の規定による説明会報告書」とあるのは「第41条に

おいて読み替えて準用する第30条の規定による変更説明会報告書」と、

同条第２項中「説明会若しくは再説明会又は申立て若しくは説明会報告

書」とあるのは「第40条において読み替えて準用する変更説明会若しく

は再変更説明会又は申立て若しくは変更説明会報告書」と読み替えるも

のとする。 

（変更の申出に係る同意の可否等） 

第43条 第33条の規定は、変更の申出に係る同意について準用する。この

場合において、同条第１項中「説明会若しくは再説明会若しくは申立て

若しくは説明会報告書の内容又は第31条第２項の規定による地域協議会

の意見」とあるのは「第40条において読み替えて準用する変更説明会若

しくは再変更説明会若しくは申立て若しくは変更説明会報告書の内容又

は第42条において読み替えて準用する第31条第２項の規定による地域協

議会の意見」と、「申出の内容を」とあるのは「変更の申出の内容を」と、

「当該申出に同意するか否かの決定（以下この条において「決定」とい
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（完了の確認） 

第21条 開発許可を受けた者は、同意に係る公共施設について当該公共施設

に関する工事の全部が完了したときは、規則で定めるところにより、その

旨を市長に届け出なければならない。 

２ 開発許可を受けた者は、開発行為の一部が完了した場合において必要が

あるときは、市長の承認を得て、その完了した開発行為の一部について、

前項の規定による届出をすることができる。 

 

 

 

 

 

３ 市長は、前２項の規定による届出があったときは、遅滞なく、当該公共

施設に関する工事が第19条第１項の規定による同意及び同条第２項の規定

による条件の内容に適合しているかどうかについて確認し、当該公共施設

に関する工事が第19条第１項の規定による同意及び同条第２項の規定によ

る条件の内容に適合していると認めるときは、当該開発許可を受けた者に

規則で定める確認済証を交付しなければならない。 

４ 市長は、前項の規定による確認済証を交付したときは、遅滞なく、その

旨を、規則で定めるところにより、長野県知事に通知するものとする。 

う。）」とあるのは「当該変更の申出に同意するか否かの決定（以下この

条において「変更決定」という。）」と、「決定は、」とあるのは「変更決

定は、」と、同条第２項中「第20条第３項の規定」とあるのは「第38条に

おいて読み替えて準用する第20条第３項の規定」と、「９月以内」とある

のは「７月以内」と、同条第３項中「決定の結果」とあるのは「変更決

定の結果」と読み替えるものとする。 

 （対象者への通知） 

第44条 第34条の規定は、変更決定をした場合について準用する。この場

合において、同条中「前条第３項の規定による通知」とあるのは「第 43

条において読み替えて準用する第33条第３項の規定による通知」と、「通

知書（様式第19号）」とあるのは「変更通知書（様式第26号）」と、「第31

条の規定」とあるのは「第42条において読み替えて準用する第31条の規

定」と、「説明会又は再説明会」とあるのは「変更説明会又は再変更説明

会」と読み替えるものとする。 

 （完了の確認） 

第45条 条例第21条第１項の規定による届出は、公共施設等工事完了届（様

式第27号）の正本２部及び副本に当該申出に係る公共施設の工事の施行

状況を示す写真を添えて、これらを市長に提出して行うものとする。 

２ 条例第21条第２項の規定による承認の申請は、承認申請書（様式第28

号）の正本２部及び副本を市長に提出して行うものとする。 

３ 市長は、条例第21条第２項の規定による承認の申請があった場合は、

当該承認の申請が当該開発行為を施行するためにやむを得ないものであ

ると認めるときは、承認書（様式第29号）を当該承認の申請をした者に

交付するものとする。 

４ 第１項の規定は、条例第21条第２項の規定による届出について準用す

る。 

５ 条例第21条第３項の規則で定める確認済証は、公共施設等確認済証（様

式第30号）によるものとする。 

 

 

 

 

６ 条例第21条第４項の規定による通知は、通知書（様式第31号）を送付

して行うものとする。 
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第２節 開発行為の許可基準 

（開発許可の基準の強化等） 

第22条 法第33条第３項の規定による技術的細目において定められた制限の

強化は、次に掲げるものとする。 

(1) 政令第25条第６号の技術的細目に係るものは、次に掲げるところによ

るものとする。 

ア 主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為において設置

すべき施設の種類は、次のイにより設置するものに限り公園とする。 

 イ 設置すべき公園、緑地又は広場のうち１箇所の面積の最低限度は、

開発区域の面積の２パーセントとする。 

 ウ 設置すべき公園、緑地又は広場の面積の合計の開発区域の面積に対

する割合の最低限度は、６パーセントとする。 

(2) 政令第25条第７号の技術的細目に係るもの（省令第27条の２第１項に

定めるものに限る。）は、次に掲げるところによるものとする。 

 ア 設置すべき公園（予定建築物等の用途が住宅以外のものである場合

は、公園、緑地又は広場。イにおいて同じ。）の数の最低限度は、１に

開発区域の面積が２ヘクタールを超えるごとに１箇所を加算した数と

する。 

イ 設置すべき公園の面積の合計の開発区域の面積に対する割合の最低

限度は、６パーセントとする。 

(3) 政令第28条の２第１号の技術的細目に係るものは、保存の措置を講ず

べき樹木又は樹木の集団の要件について、同号に規定するもののほか、

地上1.5メートルにおける幹周り1.5メートルを超える健全な樹木とす

る。 

２ 法第33条第５項の規定により定める基準は、次に掲げるものとする。  

(1) 政令第29条の４第１項第２号の基準に係るものは、主として建築物の

建築の用に供する目的で行う開発行為に限り、切土又は盛土によって生

じる法（小段等によって上下に分離された法がある場合は、その上下の

法を一体のものとみなす。以下この号において同じ。）の高さの最高限度

は、４メートルとし、法の長さが30メートルを超える場合にあっては高

さ３メートルとする。ただし、良好な景観の形成が図られるものとして

規則で定める措置を講じる場合にあっては、この限りでない。 

(2) 政令第29条の４第１項第３号の基準に係るものは、主として複数の一

戸建ての住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為に限り、開発区域

第２節 開発行為の許可基準  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（良好な景観の形成が図られるものとして規則で定める措置） 

第46条 条例第22条第２項第１号の規則で定める措置は、次に掲げるもの

とする。 

 (1) 法面に植樹するもの 

(2) 法の前面に植樹するもの（おおむね法の高さ以上に生育する種類の

樹木で、法の高さの２分の１以上の樹高のものに限る。） 
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内において予定される建築物の敷地面積の最低限度は、次に掲げる区域

に応じ、それぞれに定める面積とする。ただし、法第12条の４第１項各

号に規定する地区計画等により、300平方メートルを超えない範囲で建築

物の敷地面積の最低限度が定められた区域における建築物の敷地面積の

最低限度は、当該区域について定められたものとする。 

  ア 用途地域の定められている土地の区域 200平方メートル 

 イ ア以外の土地の区域 300平方メートル 

(3) 政令第29条の４第１項第４号の基準に係るものは、次に掲げるところ

によるものとする。 

ア 主として建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為に限り、木

竹の保全が行われる土地の面積の最低限度は、次に定めるところによ

るものとする。ただし、良好な景観の形成が図られるものとして規則

で定める措置を講じる場合、又は開発行為後の地貌が道路その他の公

共の場所から容易に望見できない場合にあっては、この限りでない。 

(ｱ) 飯田市緑の育成条例（平成19年飯田市条例第42号）第10条第１項に

規定する緑地保全配慮地区又は同条例第12条第１項に規定する準緑地

保全配慮地区の土地の区域に存する高さが５メートル以上の健全な樹

木の集団を開発区域に含む場合にあっては、当該樹木の集団の面積が

開発区域の面積の60パーセント未満の場合はその樹木の集団の全てを

、それ以外の場合は開発区域の面積の60パーセントに相当する面積の

樹木の集団を保全するものとする。 

(ｲ) (ｱ)に規定する土地の区域以外の土地の区域であって、地上1.5メー

トルにおける幹周り1.5メートルを超える健全な樹木又は高さが10メ

ートル以上の健全な樹木の集団を開発区域に含む場合にあっては、当

該樹木の集団の面積が開発区域の面積の25パーセント未満の場合はそ

の樹木の集団の全てを、それ以外の場合は開発区域の面積の25パーセ

ントに相当する面積の樹木の集団を保全するものとする。 

イ 主として建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為であって、

当該開発区域の土地が飯田市緑の育成条例第23条第１項に規定する緑

化推進重点地区又は第24条第１項に規定する準緑化推進重点地区（以

下この号において「緑化推進重点地区等」という。）の土地であるもの

に限り、適切な植栽が行われる土地の面積の最低限度は、緑化推進重

点地区等に含まれる開発区域の土地の面積に対し、25パーセント又は

飯田市緑の育成条例第４条第１項に規定する緑の基本計画において定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 条例第22条第２項第３号アの規則で定める措置は、樹木の集団の保全

が行われるべき土地に代わる土地における移植又は植樹とする。 
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める緑化率のいずれか少ない比率に相当する土地の面積とする。ただ

し、開発行為後の地貌が道路その他の公共の場所から容易に望見でき

ない場合にあっては、この限りでない。 

第５章 雑則 

（報告及び立入調査） 

第23条 市長は、この条例の規定の施行に必要な限度において、申出に係る

開発行為を行おうとする者若しくは開発行為を行う者に対し、当該開発行

為に関する報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に当該開発区域

の土地若しくは建物に立ち入り、当該開発行為に係る公共施設について調

査させることができる。 

 

 

２ 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯

し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

 

（書類の閲覧） 

第24条 市長は、申出に係る書類のうち規則で定めるものについて、規則で

定めるところにより、これを閲覧に供するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 雑則 

 （報告） 

第47条 市長は、条例第23条第１項の報告又は資料の提出を求めようとす

るときは、報告等依頼書（様式第32号）を、申出に係る開発行為をしよ

うとする者若しくは開発行為をする者又は開発行為をした者に送付して

行うものとする。 

２ 前項の規定による報告等依頼書を受理した者は、遅滞なく、報告書（様

式第33号）又は資料を、市長に提出しなければならない。 

（身分証明書） 

第48条 条例第23条第２項に規定する職員の身分を示す証明書は、飯田市

職員服務規程（昭和45年飯田市訓令第６号）第５条の２第２項の規定に

よる職員証とする。 

 （書類の閲覧） 

第49条 条例第24条第１項の規則で定める書類は、次に掲げる書類（以下

「開発行為概要書等」という。）とする。 

 (1) 第18条の規定による開発行為概要書及び第19条第１項の規定による

添付図書  

 (2) 第21条第１項の規定により前号の開発行為概要書等を変更した開発

行為概要書及び添付図書  

 (3) 第37条第１項の規定による変更開発行為概要書及び同条第２項にお

いて読み替えて準用する第19条第１項の規定による変更添付図書 

 (4) 第39条において読み替えて準用する第21条第１項の規定により前号

の開発行為概要書等を変更した変更開発行為概要書及び変更添付図書 

２ 条例第24条第１項の規定による書類の閲覧は、次に掲げるところによ

り、行うものとする。 

(1) 飯田市の休日（飯田市の休日を定める条例（平成元年飯田市条例第

40号）第１条第１項に規定する市の休日をいう。）においては、開発行

為概要書等を閲覧に供さない。 

(2) 開発行為概要書等の閲覧をする時間は、午前９時から午後４時まで

とする。 

(3) 開発行為概要書等の閲覧をしようとする者は、閲覧所に備える閲覧
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２ 市長は、前項の規則で定める書類を閲覧する者が同項の規則に違反した

ときは、閲覧を停止し、又は禁止することができる。 

 

第６章 補則 

（委任） 

第25条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が規則で定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成19年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （飯田市地区計画等の案の作成手続に関する条例の廃止） 

２ 飯田市地区計画等の案の作成手続に関する条例（平成８年飯田市条例第

21号）は、廃止する。 

 （経過措置） 

３ 施行日前に、前項の規定による廃止前の飯田市地区計画等の案の作成手

続に関する条例第２条及び第３条の規定によりなされた手続その他の行為

は、この条例の相当規定に基づいてなされたものとみなす。 

   附 則（平成19年６月26日条例第40号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成20年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の飯田市都市計画法施行条例（以下「新条例」と

いう。）第４章第１節の規定は、施行日以後に都市計画法（昭和43年法律第

100号。以下「法」という。）第32条第１項の規定による同意（法第35条の

２第４項において準用する場合を含む。）を得るために行われる申出から適

用する。 

簿に必要事項を記入し、係員に申し出なければならない。 

(4) 開発行為概要書等を閲覧する者は、次に掲げる事項を遵守しなけれ

ばならない。 

ア 閲覧の場所は、市役所本庁事務所とする。 

イ 係員の指示に従って、所定の場所で閲覧をすること。 

ウ 開発行為概要書等を汚損し、又はき損しないこと。 

エ 他人に迷惑を及ぼすような行為をしないこと。 

３ 前項の規定による書類の閲覧は、条例第16条の規定による申出又は条

例第20条の規定による変更の申出があった日から３年を経過する日まで

に限りできるものとする。 

第６章 補則 

（補則） 

第50条 この規則に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

    

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第13条の規定は、この規則の施行の日前に決定又は変更をした都市計

画については、適用しない。 

附 則（平成19年12月７日規則第63号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成20年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 飯田市の公共施設について都市計画法の規定に基づく同意を行う際の

手続に関する規則（平成 15 年飯田市規則第 40 号）は、廃止する。ただ

し、この規則の施行の日前に法第 32 条第 1 項の同意（第 35 条の２第４

項において準用する場合を含む。）を得るための申出については、なお、

従前の例による。 
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３ 新条例第22条の規定は、施行日以後に法第29条第１項又は第２項の規定

により許可の申請をする者の当該申請に係る許可について適用する。 

附 則（平成20年３月28日条例第17号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成20年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の飯田市都市計画法施行条例第22条の規定は、施

行日以後に都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項又は第２項の

規定により許可の申請をする者の当該申請に係る許可について適用する。 

 

附 則（平成20年９月30日条例第33号） 

 この条例は、平成20年12月１日から施行する。 

 

 

附 則（平成24年12月26日条例第54号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年12月25日条例第34号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成30年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の飯田市都市計画法施行条例第 22 条の規定は、施

行日以後に都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 29 条第１項又は第２

項の規定により許可の申請をする者の当該申請に係る許可について適用す

る。 

 

 

附 則（平成 20 年３月 28 日規則第 10 号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成 20 年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の飯田市都市計画法施行条例施行規則第 46 条

の規定は、施行日以後に都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 29 条第

１項又は第２項の規定により許可の申請をする者の当該申請に係る許可

について適用する。 

 

 

附 則（平成 23 年３月 25 日規則第 12 号） 

 この規則は、平成 23 年４月１日から施行する。 
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